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１ 意見募集の趣旨 

  

近年、老朽化に伴う大規模建築物の解体など、解体工事に伴う近隣住民との軋 

轢が社会問題としてクローズアップされています。本市でも、社宅の廃止に伴う

大規模な中高層建築物の解体などが相次ぎ、多くの苦情が寄せられており、今後

も老朽化に伴うマンション建て替えや旧耐震基準で建築された建築物の解体工事

の増加が見込まれるなど、解体工事に伴う紛争の未然防止については、解決すべ

き喫緊の課題となっております。 

それらを背景に条例化の必要性について、本市の第三者委員会である横須賀市

土地利用調整審議会において議論が行われ、市長に対し提言がなされています。 

また、社会問題化しているアスベストに対して、市民の皆様の安全・安心と生

活環境の保全に資することを目的に、法（大気汚染防止法）に規制のない石綿含

有成形板等（非飛散性アスベスト）の解体作業の手順に関する規定を定めました。 

今回、審議会からの提言に加え、アスベスト含有建築物等の解体に関する対策

を盛り込んだ条例案を作成しましたので、市民の皆様のご意見等を募集します。 

 

なお、この条例は、平成 30 年７月１日から施行する予定です。 
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２ 検討経過 

 

（１）横須賀市土地利用調整審議会（公募市民、学識経験者、関係団体の代表者及び市職員） 

   第１回 平成 28 年５月 30 日（月） 

第２回 平成 28 年 11 月 14 日（月） 

第３回 平成 29 年２月２日（木） 

（２）土地利用調整課長会議（環境管理課、廃棄物対策課、建築指導課、都市計画課） 

平成 28 年９月 30 日（金） 

（３）プロジェクトチーム会議（環境管理課、廃棄物対策課、建築指導課、都市計画課） 

 第１回 平成 28 年 10 月 21 日（金） 

第２回 平成 29 年１月 13 日（金） 

第３回 平成 29 年 8 月 23 日（水） 

（４）業界団体ヒアリング 

 第１回 解体業、建設業及び不動産業団体（12 団体） 

平成 28 年 12 月 19 日（月）～平成 29 年２月 13 日（月） 

第２回 解体業団体（２団体） 

平成 29 年２月７日（火）～平成 29 年２月９日（木） 

   

３ 土地利用調整関連条例の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本条例案 

 

 

横横須須賀賀市市土土地地利利用用基基本本条条例例（平成17年７月施行） 

土地利用の調整に関する指針（平成19年２月策定） 

都市計画決定等に係る手続きに関する条例       （平成17年７月施行） 

開発許可等の基準及び手続きに関する条例       （平成17年７月施行） 

適正な土地利用の調整に関する条例          （平成17年７月施行） 

横須賀市景観条例                  （平成16年７月施行） 

特定建築等行為に係る手続き及び紛争の調整に関する条例（特定建築等行為条例） 

           （平成15年２月施行） 

宅地造成に関する工事の許可の基準及び手続きに関する条例 

（平成18年10月施行） 

市街地における適正な土地の高度利用に関する条例   （平成19年４月施行） 

横須賀市建築物の解体等工事に伴う紛争の未然防止に関する条例 

          （平成30年７月施行予定） 
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４ 条 例 素 案 の 内 容 

 

第１章 総則 

【目的】 

第１条 

 ・建築物の解体等工事に係る計画の住民への事前周知に関し必要な事項等を定めること

により、紛争を未然に防止し、生活環境の保全に資することを目的とする。 

【考え方】 

  解体等工事に関する苦情や紛争を未然に防ぐために、計画の事前周知、標識の設置、 

近隣住民等への説明事項及び法令には規定のない非飛散性アスベスト撤去などの環境配 

慮事項等を本条例にて規定いたします。このことにより、解体等工事が市民の皆様の生 

活環境への影響が軽減されることを目的とします。 

 

【対象とする事業】 

第２条第１号 

建築物の解体（床面積 80 ㎡以上のもの） 

 ・建築工事に係る資材の再資源化等に係る法律（建設リサイクル法）の届出対象行為 

  現在の所管：都市部建築指導課 

第２条第２号 

飛散性アスベストを含む建築物等の改修・補修工事 

 ・大気汚染防止法に基づく届出対象行為 

  現在の所管：環境政策部環境管理課 

【考え方】 

  現行法令にて届出対象になっている解体工事と飛散性アスベストを含む建築物等の改

修・補修工事を本条例の対象行為とします。 

 

【定義】 

第３条第１号 

・発注者及び工事施工者を工事業者等と定義し、条例上の義務を負う者とする。 

工事業者等：次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 発注者 解体等工事を発注する者をいう。 

イ 工事施工者 解体等工事を行う請負人又は請負契約によらないで自らその工事を行

う者をいう。 
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【考え方】 

 条例対象を床面積80㎡以上の解体等工事としたので戸建住宅も対象となり、個人が発 

注者となる場合が想定されるので、工事施工者についても条例上の義務を負う者としま 

す。 

第３条第２号 

在住者等：居住する者、当該敷地を占有し事業を営む者又は公共施設を管理するものを

いう。 

【考え方】 

  解体等工事において、騒音、振動、アスベスト飛散など被害を受けるおそれのある在

住者等を条例上の説明を受ける対象者としました。また、解体等工事は、開発行為や建

築行為と違い一過性のものなので、そこに在住していない建物所有者及び土地所有者は

条例上の説明を受ける対象者から除外します。 

第３条第３号 

近隣住民：次のいずれかに該当する敷地の在住者等をいう。 

ア 解体等工事を行う建築物の敷地の境界線から敷地までの水平距離が10メートル以内

にあること。 

イ 高さが10メートルを超える建築物の解体等工事を行う場合は、当該中高層建築物の

外壁から敷地までの水平距離が当該建築物の高さの２倍の範囲内にあること。 

第３条第４号 

   周辺住民:建築物の解体等工事に伴う資材及び廃材等の搬出経路並びに工事関係車輌の

通行に係る道路（搬出する場所から幅員が８メートル以上のものに至るまでに

限る。）に接する敷地の在住者等で近隣住民に該当しないものをいう。 

第３条第５号 

   その他住民: 近隣住民又は周辺住民に該当しない住民をいう。 

【考え方】 

   近隣住民と周辺住民の定義は、本市で既に施行している「特定建築等行為に係る手続 

き及び紛争の調整に関する条例」の定義を準用します。 

 

【適用除外】 

第４条第１項第１号 

  ・農業、林業、漁業の用に供する建築物で自ら解体し、かつ、解体する建築物の外壁か

ら10メートル以内に在住者等が存在しないもの 

【考え方】 

   農林漁業者が自ら解体するものは小規模なものが多い。また、かつ周囲に在住者等が 

存在しないものは、本条例の目的を達成するために支障がないので適用除外とします。 
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第４条第１項第２号 

  ・災害対策等で緊急を要するもの。 

【考え方】 

   災害対策のため緊急を要することから適用除外とします。 

第４条第２項 

・国、地方公共団体等が行うもの。この場合は、市長と事前協議が必要。 

【考え方】 

 公共等の事業については、近隣住民等への周知を実施することが予定されているため、 

適用除外としますが、あらかじめ市長と協議することにより本条例に則した運用を行う 

ものとします。 

 

【市の責務】 

第５条 

  ・市は解体等工事が適正に行われるようにするため、工事業者等に対し必要な措置を講

ずるよう指導する。 

【考え方】 

   本条例の目的を達成するために、市は解体等工事が適正に行われるように工事業者等 

  に対し、必要に応じた指導、助言等行うこととし、この条例を運用するにあたっての市 

  の責務を定めます。 

 

【工事業者等の責務】 

第６条第１項 

  ・工事業者等は、解体等工事に係る関係法令等を遵守するとともに、解体等工事に伴っ

て生じる騒音、振動、粉じんの飛散等が周辺の生活環境に及ぼす影響に十分配慮し、

近隣住民及び周辺住民に対して真摯に適切な対応を行わなければならない。 

第６条第２項 

  ・工事業者等は、解体等工事を行う建築物にアスベストが使用されている場合は、関係

法令等を遵守し、適正に処理しなければならない。 

【考え方】 

   解体等工事を行うにあたっての工事業者等の責務を定めます。 

 

【近隣住民及び周辺住民の責務】 

第７条 

  ・近隣住民及び周辺住民は、工事業者等から解体等工事の説明がなされるときは、当該

説明を真摯に受けるよう努めなければならない。 
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【考え方】 

   市民の立場においても、本条例の趣旨等を理解の上、生活環境の保全が図られるよう 

責務を定めます。 

 

【自主的解決】 

第８条 

  ・紛争が生じた場合は、当事者である近隣住民及び周辺住民と工事業者等は、相互の立

場を尊重し、自主的に解決するよう努めなければならない。 

【考え方】 

   紛争については、互譲の精神に基づき自主的に解決するよう定めます。 

 

第２章 解体等工事の住民への周知等 

【解体等工事計画の届出】 

第９条 

・工事業者等は、標識の設置の前日までに、解体等工事計画届出書を市長に提出しなけ

ればならない。 

【考え方】 

  事前に市が解体等工事の内容を確認し、行為者及び住民に正確な情報を提供できるよ 

うにするために、解体等工事計画書の届出を義務付けます。 

  

【標識の設置】 

第10条第１項 

・解体等工事の予定地の見やすい場所に、標識を設置しなければならない。 

【解体等工事説明ちらし】 

第10条第２項 

  ・標識を設置したときは、直ちに近隣住民に、説明項目の内容を記載した書面を配付し

なければならない。 

【考え方】 

  工事事業者等に標識の設置及び、近隣住民に解体等工事説明ちらしを配付することを 

義務付けます。 

 

【標識設置の開始】 

第11条 

・解体等工事による周囲への影響度合いからランク分けした日までに、標識設置を開始

しなければならない。 
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① 大規模建築物（床面積 1,000 ㎡以上）：工事着手より 30 日前 

② 飛散性アスベストを含むもの。：工事着手より14日前 

③ ①及び②以外の床面積80㎡以上の建築物：工事着手より７日前 

【考え方】 

 標識設置の開始日は法令で義務付けられている届出日と同一とします。 

 

【近隣住民及び周辺住民への説明】 

第12条 

・解体等工事による周囲への影響度合いからランク分けした範囲の対象住民に対し、ち

らし配布後に説明を行わなければならない。 

  ① 大規模建築物（床面積1,000㎡以上）：説明会の開催その他適切な方法により行うも

のとし、説明を行う日時及び場所等について、近隣住民及び周辺住民に文書等によ

り通知しなければならない。(説明会義務付け) 

② 飛散性アスベストを含むもの。工業地域、工業専用地域以外の地域で、解体する      

建築物がＲＣ造又はＳＲＣ造のもの：近隣住民に直接説明を行わなければならない。 

③ ①及び②以外の床面積 80 ㎡以上の建築物：要望のあった近隣住民に直接説明を行わ

なければならない。 

【考え方】 

   近隣住民等への説明については、周囲への影響度合いから、説明範囲・方法をランク 

付けします。大規模な建築物は説明会を義務付けますが、戸建住宅などの小規模なもの 

は、要望のあった近隣住民のみに説明を行えば足りるとし、工事業者等への過度な負担 

は避けます。 

 

【周辺住民及びその他住民への説明】 

第13条 

・周辺住民及びその他住民から説明を求められた場合、直接説明を行うよう努める。 

【考え方】 

 アスベスト飛散などの影響は広範囲に及ぶので、工事業者等が周辺住民及びその他住 

民から説明を求められた場合、直接説明を行うよう努めることとします。 

【住民への説明項目・解体等工事説明ちらし記載事項】 

第14条 

(１)建築物の規模、構造及び建築した年 

(２)建築物の位置及び隣接建築物との位置関係の概要 

(３)工期、解体方法、作業時間、作業内容等 

(４)安全対策及び騒音、振動、粉じん等に対する公害防止対策 
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(５)作業範囲、資材、廃材等の搬出経路及び工事関係車輌の通行経路 

(６)建築物内の飛散性アスベスト及び非飛散性アスベストの有無並びにアスベストの適

正な処理対策 

【考え方】 

 工事業者等が解体等工事を行うに当たり、住民への説明項目として、内容及び作業中 

の安全対策の事項等を具体的に定めます。 

 

【説明報告書等】 

第15条第１項 

  ・工事業者等は、解体等工事着手前までに実施した近隣住民、周辺住民及びその他住民

への説明について、実施日、説明を受けた住民、説明を行った者、説明内容、説明に

対して出された意見、出された意見に対する措置又は工事業者等の考え方などの事項

を記載した報告書を市長に提出しなければならない。 

第15条第２項 

  ・工事業者等は、説明会を開催したときは、開催日、開催場所、説明会に参加した人

数、説明を行った者、説明内容、説明に対して出された意見、出された意見に対する

措置又は工事業者等の考え方などの事項を記載した報告書を市長に提出しなければな

らない。 

【考え方】 

  工事業者等が条例の規定により住民に行った説明について、市長への報告書の提出を 

 義務付けます。 

 

第３章 解体等工事の指導基準 

【作業時間等】 

第16条第１項 建築指導課と協議 

・原則として、日曜日及び祝日は解体等工事を行わないよう努める。 

第16条第２項 建築指導課と協議 

・原則として、午後５時から翌日午前８時までの時間内は解体等工事を行わないよう努

める。 

【考え方】 

 解体等工事は、一般的に騒音、振動を伴うことから夜間及び日祝日は、原則作業を行 

わないよう努めることと定めます。 

 

【近隣家屋等の調査】 

第17条 建築指導課と協議 
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・大規模建築物（床面積1,000㎡以上）については、周辺環境に影響を及ぼすおそれがあ

る範囲について、工事施工前の状況を把握する建物事前調査を行うよう努める。 

【考え方】 

 家屋の傾きや損傷などが、解体等工事を起因としたものか否かトラブルになることが 

あることから、大規模建築物（床面積1,000㎡以上）の解体については、周辺環境に影響 

を及ぼすおそれがある範囲について、工事施工前の状況を把握する建物事前調査を行う 

よう努めることと定めます。 

 

【解体等工事の配慮事項】 

第18条 環境管理課と協議（第３号及び第６号を除く） 

(１)飛散性アスベストが使用されている解体等工事は、関係法令等を遵守し、飛散性アスベ

ストの適正な処理を行うものとする。 

(２)解体工事用の建設機械を使用する場合は、低騒音かつ低振動型のものを使用するととも

に、建設機械の整備不良により、異常な騒音又は振動が発生しないよう点検及び整備を行

うものとする。 

(３)当該工事現場周辺への公衆災害の防止のため、仮囲い、養生シート等を設けるととも  

に、十分な危害防止の措置を講ずるものとする。 

(４)粉じん等が発生するときは、丁寧な解体等作業を行い、散水等適切な措置を行うものと

する。 

(５)作業現場への資機材の搬出入又は工事関係車輌の作業音等については、近隣住民及び周

辺住民に配慮し作業を行うものとする。  

(６)工事関係車輌が出入りする際は、通行人の安全確保を図るため、誘導員等を配置するも

のとする。 

(７) その他、近隣住民等への説明に対して出された意見があり、近隣住民の生活に著しい影

響を与えると想定される場合は、防音シート・防音パネル等の設置やその対策を立てると

ともに、月間工程表又は週間工程表を作成することにより工事予定を詳細に説明するもの

とする。 

【考え方】 

 努力義務として解体等工事の配慮事項を定めます。 

 

【非飛散性アスベストの除去】 

第19条   環境管理課と協議    

(１) 発注者は、解体等工事を契約する際は、アスベスト成形板等の使用状況の情報を工事施

工者に情報提供するものとする。 

(２) 工事施工者は、解体等工事を開始する前までに、設計図書、現地確認等により建築物に
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アスベスト成形板等が使用されている部位を把握するものとする。 

(３) アスベスト成形板等の除去は原則手作業とし、原形のまま除去するとともに、高所から

の投下や重機での掻き集めは行わない。やむを得ず機械等を使用して当該成形板を切断す

る場合は、散水等によって、アスベスト成形板等からのアスベストの飛散防止措置を講じ

るものとする。 

(４) 非飛散性アスベストの処理については、関係法令を遵守し、適正に行うものとする。  

【考え方】 

大気汚染防止法に規制のない石綿含有成形板等（非飛散性アスベスト）の解体作業の 

手順に関する規定を定めます。 

 

第４章 解体等工事に係る手続き 

【市長との協議】 

環境管理課と建築指導課への事前協議を規定。 

第20条 

・工事着手の届出をするにあたり、解体等工事の指導基準に関する事項についてあらか

じめ市長と協議しなければならない。 

【考え方】 

   解体等工事の指導基準に関する事項の事前協議を義務付けます。 

 

【工事着手の制限】 

第21条 

  ・次に掲げる手続きを完了しなければ、解体等工事に着手することができない。「解体等

工事計画の届出」、「標識の設置」、「近隣住民及び周辺住民への説明」、「その他住民へ

の説明」、「説明報告書等を市長に提出」、「解体等工事の指導基準についての市長との

協議」、「工事着手の届出」。 

【考え方】 

  本条例の目的を達成させるため、工事の着手制限を定めます。 

 

【工事着手の届出】 

第22条 

  ・工事業者等は、解体等工事に着手しようとするときは、市長に工事着手届を提出し、

及び標識に着手期日を記載しなければならない。 

【考え方】 

  市長、近隣住民及び周辺住民が解体等工事の実施状況を十分に把握しておくため、着 

手届の提出及び標識に着手期日を記載することを義務付けます。 
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【計画の変更等】 

第23条 

  ・工事業者等は、説明項目の内容に変更が生じた場合は、近隣住民、並びに当該解体等

工事について説明を行った周辺住民及びその他住民に周知するとともに、市長に報告

しなければならない。 

【考え方】 

  市長、近隣住民及び周辺住民が解体等工事に変更があった場合に実施状況を十分に把 

握しておくために義務付けます。 

 

【工事完了の届出】 

第24条 

  ・工事業者等は、解体等工事が完了したときは、市長に工事完了届を提出しなければな

らない。 

【考え方】 

  市長が解体等工事の実施状況を十分に把握しておくために定めます。 

 

【状況等の報告】 

第25条 

  ・市長は、必要があると認めるときは、工事業者等に対し、当該解体等工事に関する状

況等について報告を求めることができる。 

【考え方】 

   本条例の施行に必要な限度において工事業者等に対し報告を求めることができること 

を定めます。 

 

【勧告】 

第26条 

  ・市長は、工事着手の制限を犯して解体等工事に着手した工事業者等に対して、工事を

停止し、又は違反を是正するために必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

【公表】 

第27条 

  ・正当な理由なく前条の勧告に従わないときは、次に掲げる事項を公表することができ

る。 

(１)勧告に従わない者の住所及び氏名又は法人の所在地及び法人名 

(２)勧告の対象である建築物の解体等工事の所在地 

(３)勧告の内容 
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【考え方】 

   勧告は行政指導であり強制力はありませんが、公表規定を設けることで条例の実効 

  性を担保します。 

 

【命令】 

第28条 

  ・市長は、工事業者等が勧告に従わない場合においては、行為を停止し、又は相当の期

間を定めて違反を是正するための措置を執ることを命ずることができる。 

【考え方】 

   この規定による命令は、行政手続条例に規定する「不利益処分」に該当し、工事業者 

等へ強制力のある不作為又は作為の義務付けをするものです。本条の命令に従わないと

きは、罰則が適用されることもあります。 

 

第５章 雑則 

【立入調査】 

第29条 

・市長は、この条例の施行に必要な限度において、解体等工事の区域内に立ち入り、又

はその命じた者に立ち入らせて、調査を行うことができる。この場合において、工事

業者等はこれに協力しなければならない。 

【考え方】 

   市長又は市長が命じた者は、現に行われている解体等工事の調査等のため必要がある 

ときは、解体等工事の区域内に立ち入って調査を行うことができることとします。 

この場合、工事業者等は立入調査に協力しなければならないとします。 

 

【規則への委任】 

第30条 

・この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

【考え方】 

   本条例の規定を受けた申請書その他の様式等、この条例の施行について必要な事項は 

市長が規則で定めるものとします。 

 

第６章 罰則 

【罰則】 

第31条 

・市長の命令に違反した者は、６月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 
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・正当な理由がなく、着手届又は完了届を提出しない者は、５万円以下の過料に処する。 

【考え方】 

   罰則は、地方自治法第14条第３項の規定に基づき、他の法令や本市の土地利用関連条   

例の規定とのバランスを考慮した量刑とします。 

 

【両罰規定】 

第32条 

  ・現実の違反者を罰するほか、業務主体である法人等に対しても刑罰を科する。 

【考え方】 

   条例に違反する行為については、その行為が個人の意思ではなく、その者が所属する 

  組織の命令により行われる場合等が考えられます。この場合には、実際に行った者を罰

するだけでは、条例の実効性を確保できません。そのため、現実の行為者を罰するほか、

業務主体である法人等に対しても刑罰を科します。 

 

附則 

【施行期日】  

附則１ 

  ・この条例は、平成30年７月１日から施行し、同年８月１日以降に着手する解体等工事

について適用する。 

【考え方】 

   本条例の周知期間に３箇月の期間を設定します。大規模建築物については、標識設 

置から着手まで最低30日の期間がかかるので、条例施行後１か月以降に着手する解体 

等工事を本条例の適用とします。 

 

【条例の見直し】 

附則２ 

  ・この条例は、運用状況、実施効果等を勘案し、条例施行の日以後５年以内に見直しを

行うものとします 

【考え方】 

   法令並びに、社会経済情勢が変化するとともに解体等工事のあり方も変容していくこ 

とから、他の土地利用調整関連条例と同様に定期的な見直し条項を定めます。 
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５ 意 見 の 提 出 方 法 

 

１ 提出期間 

  平成29年(2017年)10月２日（月）から10月31日（火）まで 

２ あて先 

  横須賀市都市部 建築指導課  

３ 提出方法 

 ○ 書式は特に定めておりません。日本語で記述してください。 

 ○ 住所及び氏名を明記してください。なお、市外在住の方の場合は、次の 

  項目についても明記してください。 

 （１）（市内在勤の場合）勤務先名・所在地 

 （２）（市内在学の場合）学校名・所在地 

 （３）（市内に納税義務のある場合）納税義務があることを証する事項 

 （４）（当該意見募集案件に利害関係を有する場合）利害関係があることを証 

   する事項 

 ○ 次のいずれかの方法により提出してください。 

 （１）直接持ち込み 

   ・都市部建築指導課 （横須賀市役所分館４階） 

   ・市政情報コーナー （横須賀市役所本館２号館１階） 

   ・各行政センター 

 （２）郵送 

    〒238-8550 

    横須賀市小川町 11 番地 

    横須賀市役所 都市部建築指導課 

 （３）ファクシミリ 

    ０４６－８２５－２４６９ 

 （４）電子メール 

    bg-ci@city.yokosuka.kanagawa.jp 

 

 個々のご意見等には直接回答はいたしませんので、予めご了承ください。 

ご提出いただきましたご意見等とこれに対する考え方は、意見募集期間終了後、 

とりまとめて公表いたします。 

 

mailto:bg-ci@city.yokosuka.kanagawa.jp

